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東日本大震災後の連続災害による在宅被災者の困窮過程と支援に関する調査研究 

－南海トラフ巨大地震未災地で教訓とするために－ 

Study on the impoverishment process and support method for victims of the Great East Japan Earthquake 
－ Lessons for the Nankai Megathrust Earthquake preparedness － 

 
 
 
 
 
 

本研究では，南海トラフ巨大地震の被災想定地域の一つである徳島県の在宅被災者支援に関する教訓を見いだすこと

を目的に，東日本大震災の在宅被災者アセスメントシートの分析を行った．特に，連続災害と在宅被災者の困窮過程

に着目した考察を加えた．被災者の居住地域では，東日本大震災後にも，降雨による雨漏りや地盤沈下による高潮位

時の浸水，降雨時の内水・外水氾濫による浸水は連続して起こり，住家被害は拡大し，被災者の困窮度は深まってい

った．それに対して，民間支援団体らにより，一人ひとりの被災者の問題を把握し，問題解決のために必要な専門家

へ適宜つなぐといった災害ケースマネジメントが行われ，多数の被災者が助けられていた．こうした連続災害と支援

の在り方から，連続災害を想定して備えること，連続災害を一体として支援にあたること，災害ケースマネジメント

でのつなぎ役の確保，生活再建プランナーの育成など，南海トラフ巨大地震への教訓を5つ見いだすことができた．  
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１． 緒論 

1.1 研究の背景 

近い将来に南海トラフ巨大地震が発生し，太平洋

沿岸部では甚大な被害が生じることが想定されてい

る．例えば，徳島県では最大で死者31,300人，全壊

住家約11万棟，1か月後の避難者数約34万人と県民

の約44％が被災者となることが想定されており1)2)，

その減災対策にあたっては，2011年3月11日に発生

した東日本大震災をはじめ，過去の復興事例に学ぶ

ことは多い．東日本大震災での死者は19,759人，行

方不明者は2,553人となり，住家被害は全壊約12万2
千棟，半壊約28万3千棟，一部破損約74万9千棟で，

津波による浸水被害は約1万1千棟にも及んだ（2022
年3月1日時点）3)．また震災から数年間を経て，堤防
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建設，高台の造成地や区画整理事業は終えても，生

活の復旧，再建のままならない在宅被災者が多数存

在していたことが報告され，大きな話題となった4）．  
例えば，応急修理制度を使ったばかりに仮設住宅

に入居できなくなった被災者や，震災から回復を待

たずに台風や大雨などによって再び被災するといっ

た連続災害の被災者などは，公的な支援も限られ困

窮していた5）．そうした被災者の一部には，「一人ひ

とりの被災者の状況を把握した上で，関係者が連携

して行う，災害ケースマネジメント」6)と呼ばれる支

援が，行政や，民間支援団体・士業などによって行

われていた7)8）．連続災害は，新潟県中越地震(2004)9)

や令和元年東日本台風10)11），令和3年8月の大雨12)13）な

ど，全国各地で発生し，困窮する被災者の様子が報

道されてきた．なかでも，令和3年8月の大雨による

被災地の佐賀県大町町では，2年前の2019年8月でも

同様の浸水被害を受けており，災害ケースマネジメ

ントによる支援が行われていた8)．また鳥取県では鳥

取県中部地震(2016)の被災者の多くが，発災から1
年半を経過してもブルーシートが取れないといった

状態にあることを鑑み，独自の災害ケースマネジメ

ントが行われ，その支援方法の制度化が講じられて

いる14)． 
徳島県の北部には東西に活断層の中央構造線があ

り，その南側には吉野川が流れている．吉野川は，

計画洪水流量が毎秒24,000tと全国一の規模にある15）．

徳島市はその沖積平野に位置するが，巨大地震が起

こると大きく地盤が沈下し，洪水や内水氾濫などの

水害の規模は大きくなる16）．また南部は日本有数の

多雨地域で，沿岸部はリアス式海岸であるために津

波は巨大化しやすい．このように徳島県には様々な

自然災害の影響を受けやすく，個々の規模も大きい．

またそれらが連続して発生することもあり，個々の

災害だけでなく，複合・連続的な災害への備えも必

要である． 
1.2 既往の研究 

定量調査によって生活再建の構造を明らかにした

研究としては，中林ら（1988）17)をはじめ，「生活再

建7要素」（田村ら，2000）18)，「復旧・復興カレン

ダー」（木村ら，2004）19）などがあり，川見ら（2018）
20)や木村ら（2014）21)により，研究成果の妥当性が確

認されてきた．他にも，「災害エスノグラフィー」

（田中ら，2001；金菱ら，2012）22)23)，「傾聴面接調

査」（小林ら，2013）24)，「被災世帯へのライフヒス

トリー研究」（大橋ら，2022）25），「東日本大震災

無料法律相談情報分析」（岡本，2014）26)によって，

単一の災害発生から1～2年間の被災者の再建過程や

支援者との関わりが明らかにされている．しかし，

長期的な再建過程についての解明は述べられておら

ず，また継続的な調査研究の取組が今後さらに必要

という指摘もある（黒宮，2008）27)． 
連続災害の先行研究については，「被災堤防の復

旧の在り方」（上野ら，2020）28)，「災害現象の発生

原因」（谷，1977；岩橋ら，2008）29)30)，「連続災害

による被害拡大の危険」（河島ら，2005；河田，2006）
31)32)など，防災施設や被災地環境の物理的な観点か

らの研究が主で，被災者の生活再建に着目した研究

は未だ緒についたばかりである． 
また，南海トラフ巨大地震の被災者支援に関する

先行研究には，「事前復興」（井若ら，2020）33)，「支

援体制や支援連携整備」（坂東ら，2015）34)，「企業

へのBCP訓練」（湯浅ら，2014）35)，「生活再建が困

難となる被災者の量的概算」（河野ら，2021）36)があ

るが，連続災害や世帯に着目した調査研究は見あた

らなかった． 
1.3 本研究の目的 

以上のことから，本研究では，様々な災害による

連続災害の影響を受けやすい徳島県での南海トラフ

巨大地震の事前復興対策に資する教訓を見いだすこ

とを目的に，東日本大震災の在宅被災者を対象に行

われた災害ケースマネジメントシートの分析を行っ

た．本研究の独自性は，地震・津波などの被害の後

に，台風や豪雨などによって連続して浸水被害を受

けた被災者を対象にしたことにある．また時系列で

問題の発生を整理し，効果的な被災者支援について

考察を行った点に本研究の有用性がある． 
 
２．調査方法 

2.1 連続災害での問題発生に関する分析 

 東日本大震災から4年後(2015)に，（一社）チーム

王冠（代表：伊藤健哉氏）と仙台弁護士会によって

行われた在宅被災者等への訪問調査37)のアセスメン

トシート記録から，連続災害の被災者を抽出し，当

時抱えていた問題や支援方法などを時系列にまとめ，

考察を加えた． 
 アセスメントシートからは，被災者個人を特定す

ることはできないものの，その記載内容は災害の種

類や発生時期，個人に発生した問題も具体的で，必

要性に応じ，合意の上で直接被災者本人にも会って，

内容の事実確認を検証することも可能であること，

さらに被災者支援に実績のあるチーム王冠と弁護士

会の2つの組織が協力して作成されたものであるこ
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とから，客観性，信頼性にも問題がない．また東日

本大震災の在宅被災者の生活を知るための資料は新

聞，書籍やニュース報道で知りえる断片的なものが

多く，被災者生活を長期的に包括した全体的な資料

は数少なく，特に民間支援団体の支援によるものは

この他に見あたらなかった．以上のことから，震災

後の連続災害が東日本大震災の被災者に及ぼした影

響を分析するためのデータとして本記録は相応しい

資料と判断し，分析に供することとした． 
具体的には，アセスメントシートには，世帯ごと

に，①属性（世帯代表者の性別，年齢，住家被害の

程度など），②ヒアリング内容（震災後の事跡，支

援制度利用状況など），③弁護士訪問履歴や支援履

歴，④事後経過や所感，⑤弁護士訪問メモといった

情報が約2000文字，2ページにわたり記載されていた． 
なお，提供されたアセスメントシートは，被災者

の氏名，住所などの情報は既に黒塗りされており，

個人情報に配慮された状態となっていた． 
2.2 連続災害の被災者へのヒアリング 

連続災害の被災者で，本研究の目的に同意し，発

災当時から現在に至るまでの状況について話をする

ことに承諾いただけた方に，対面で個別ヒアリング

を行った．調査は，2022年5月21日，石巻市と女川

町に在住する連続災害の被災者3名の自宅に伺い，

各70分間のヒアリングを行った．ヒアリングは，対

象者の負担となるようなことが無いように配慮する

ことと災害事象や支援内容などを確認するために，

継続して災害ケースマネジメントを行ってきたチー

ム王冠のスタッフの同席のもとで行った． 
2.3 本研究で対象とした連続災害による被害 

(a) 降雨による雨漏り被害 

本雨漏り被害は，地震で屋根が損壊し，その後の

降雨により雨漏りが度々生じた被害のことを指す． 
(b)床下，床上への浸水被害 

(b1)満潮・高潮位時の浸水被害 
本浸水被害は，地震によって地盤沈下が生じ，仮

設堤防が建設されるまでの1～4か月間，満潮など

である程度の潮位となるときに受けた浸水被害の

ことを指す38）． 
(b2)降雨時の内水・外水氾濫による浸水被害 
本浸水被害は，降雨によって満潮・高潮位時の時

以上に受けた床下，床上浸水被害のことを指す．

なお本降雨とは，平成23年台風15号（2011年9月21
日）や，令和元年台風19号（2019年10月12日）に

よる記録的な豪雨などのことを指す39)40)． 
 

３．調査分析結果 

3.1 連続災害を受けた世帯 

アセスメントシートには，石巻市と女川町の在宅

被災者は174世帯あり，その中で連続して自然災害に

被災し，生活面で影響を受けた世帯は47事例（約

27％）あった．本研究では，このうち連続災害につ

いての被害や災害ケースマネジメントなどの支援状

況が詳しく記録されていた17世帯を対象に，資料分

析を行い，表1，表2にその結果をまとめた． 
17世帯の居住地は石巻市14人，女川町3人であり，

代表回答者の年齢，家族構成は，70歳未満で単身世

帯が1世帯，70歳未満で複数の家族と同居している世

帯が3世帯，70歳以上で単身世帯が7世帯，70歳以上

で複数の家族と同居している世帯が6世帯であった． 
また17世帯の内，東日本大震災において，地震の

揺れによって被害を受けた世帯は9世帯，津波によ

る被害を受けたのは13世帯で，地震・津波両方の被

害を受けたのは5世帯あった．他にも，津波の被害は

なかったものの，落石の影響で壁に穴があき，半壊

と認定された世帯は1世帯あった．東日本大震災に

よる住家被害の程度では，全壊8世帯，大規模半壊4
世帯，半壊3世帯，一部損壊1世帯，被害なし1世帯

と，大半の世帯が大規模半壊以上の大きな損害を被

っていた． 
3.2 連続災害の被災世帯への影響 

東日本大震災後に受けた被害で最も多かったのは，

(a)降雨により生じた雨漏りの11世帯であった．中に

は「被害なし」と被害認定時には被害判定されなか

った世帯でも雨漏りが生じるようになった（No.11）． 
次いで，(b)床下，床上への浸水被害で8世帯あった．

原因には，(b1)地盤が沈下したために，満潮時に高潮

位となる度に海水が床下や床上にまで浸水してきた

世帯（No.2,12,13,14）や，(b2)台風，大雨の時に内水・

外水氾濫で度々浸水した世帯（No.1,2,3,8,12,13,15）
があった．この内の3世帯（No.2,12,13）は東日本大

震災による津波被害の直後から(b1)高潮位による浸

水被害を1~4か月間にわたって受けていた．また(b2)
同年9月の台風15号でも浸水被害を受けていた． 
このように震災の後に，何度も浸水被害を受けた

主たる原因は，地震によって地盤沈下が生じたこと

と，雨水排水管が土砂で詰まっていたこと，内水排

水ポンプなどの防災施設が復旧していなかったこと

などが考えられる38)．  
連続災害が被災世帯の生活に及ぼす問題は，表2

のA~Eののべ15種類，17世帯で51件あり，1世帯あ

たり3件と複数の問題が生じていたことがわかった． 
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表 1 東日本大震災と連続災害による影響と被災者支援 

表 2 連続災害による影響と被災者支援の内容 

地震 津波 落石
(b1)満潮・高潮位

時の浸水
(b2)降雨時の内水・
外水氾濫による浸水

1 女川 60代男性 1人
❷
❹

❶
❺

➌
❻

半壊 床下，床上浸水

A1
A2
A5
A6

B1 C1 E

2 石巻 80代女性 2人
❶
❷

全壊
4か月間
床上浸水

床下，床上浸水
A1
A3

B1
B2

C1 D E

3 石巻 70代女性 1人

❶
➌
❹
❺

大規模半壊 床下，床上浸水
A1
A5
A6

B1
C1
C3

4 石巻 60代女性 3人 ○ ○ 全壊 ○ D
5 石巻 70代女性 2人 ○ ○ 大規模半壊 ○ A3

A1
A3

7 石巻 70代男性 1人 ○ ○ 半壊 ○
A1
A3

B1 C1

8 女川 80代男性 2人 ○ 大規模半壊 ○ 床上浸水 A1 C2
9 石巻 70代女性 1人 ○ 全壊 ○ A2
10 石巻 70代女性 1人 ○ 一部損壊 ○ A2

11 女川 70代女性 1人 ○ 被害なし ○
A1
A6

B1 E

12 石巻 70代女性 3人 ○ 全壊
3か月間
床上浸水

床上浸水 A7 C4

13 石巻 70代男性 2人 ○ 全壊
1か月間
床下浸水

床上浸水 A7 B1 C1 E

14 石巻 80代女性 2人 ○ 半壊 ○
半年間
床下浸水

A3 B1 E

15 石巻 80代不明 1人 ○ 全壊 床上浸水 A1

16 石巻 50代女性 2人 ○ 全壊 ○
A1
A3

17 石巻 70代女性 1人 ○ 大規模半壊 ○
A4
A5

E

9 13 1 11 16 7 7 2 68世帯数合計

大規模半壊

居住
地

石巻6 60代女性 3人 ○ ○ ○

(a)
雨漏
り

連続災害
(b)床下，床上への浸水No. 年代・性別

世帯構
成人数

東日本大震災
による被害

住家被害程度

生活に及ぼす影響

住宅
心身
健康

生活 仕事
行政
対応

影響要因
分類
番号

内容 チーム王冠らによる支援（P:プッシュ型支援）
世帯
数

A1 泥出しや片付けができない ボランティア紹介，泥出し，片付け 9
A2 家屋が修理できない ボランティア紹介，修理，建築士紹介，建設会社紹介 3
A3 利用可能な支援制度を知らない 支援制度の情報提供と申請支援(P),住宅再建プランの提案(P) 6
A4 貸主の承諾が得られず家屋未修理 貸主から修理の承諾を得る 1
A5 転居したい 情報提供と転居支援(P) 3
A6 生活が不便になった 移動支援団体の情報を提供 3
A7 修理後に再び被災した 2
B1 精神状態が悪化した 訪問ケア，レクリエーション企画と実施(P) 7
B2 健康状態が悪化した 移動支援団体の紹介と利用支援(P) 1
C1 家財などを買い替え，生活苦となった 物資提供，生活保護申請支援(P) 5
C2 住宅再建に老後資金を使い生活困窮となった 1
C3 衛生環境が悪化した（ネズミや害虫が出る，トイレの糞便流出） 転居支援(P) 1
C4 支援物資が届かない 物資提供 1

仕事 D アサリが捕れず廃業，仕事場が未修理 修理 2

行政対応 E
行政に対する不満不信が生じた（積み重なった被害が評価されな
い，畳6枚分の購入費しか支援されない等）

行政への支援依頼(P)（側溝掃除の支援要請，制度利用状況の整理） 6

合計 51

生活

住宅

心身健康
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中でも最も多かったのは「A1_泥出しや片付けが

できない（9世帯）」で，次いで「B1_精神状態が悪

化した（7世帯）」，「A3_利用可能な支援制度を知

らない（6世帯）」，「E_行政に対する不満不信が生

じた（6世帯）」であった． 
3.3 チーム王冠による被災者支援 

このような連続災害の影響を緩和，無くすための

被災者支援として，チーム王冠による災害ケースマ

ネジメントをみると，その支援はのべ13種類，47件

あり，被災者一人ひとりに複数の支援が継続して行

われた．表2中にPを付記した支援は，被災者が直接

支援を求めていなかったが，チーム王冠が問題解決

の必要性に気づき支援した，いわゆる“おせっかい”

なプッシュ型と言われる支援である．一般に公的支

援を受けるためには，自ら申請をする必要があるが，

その情報を知らない，内容が理解できない，生活を

改善することをあきらめたといった被災者もいる．

そうした被災者に対し，チーム王冠は，情報を説明

し，申請支援を行ったり，塞いだ気持ちを和らげる

ための交流型のレクリエーションなどを7世帯に対

して9件行っていた．  
 
４．考察 
4.1 時系列問題関連図 

被災者との対面調査が可能となった3事例について，

アセスメントシートの記録とヒアリング調査をまと

めた．まとめにあたっては，被災者に生じた問題と

その要因事象との関連性についての理解を進めるた

めに，時系列図を作成することとした（図1～3）． 

(1) 被災者A（No.1） 

被災者Aは，東日本大震災発生当時60歳男性，姉と

の2人生活．足が悪く，要介護1と認定され，姉名義

の一軒家に住んでいた． 
東日本大震災では津波によって姉を亡くした（❶）．

住家は津波での被害はなかったが，地震により家が

傾く（❷），裏山からの落石によって壁に穴が開く

（➌）といった損害を受けていた．半壊という被害

認定を受けるが，その結果については納得していな

かった（❹）．また一人住まいについての不安（❺）

や，裏山に落石してきそうな大岩があることへの不

安（❻）もあった． 
震災から半年後の平成23年台風15号で，床上浸水

を受け（A1,A2），1階の居住環境が悪化したために

2階で生活をするようになるが足が悪く，生活するに

は不便であった上に（A6），家具を買い替えること

（C1）で生活は困窮する．令和元年台風19号では，

再び床上浸水の被害（A1）を受けたものの，公的支

援を十分に受けることができないこともあって，被

図 1 被災者 A（No.1） 

被災者A 震災当時60歳男性，姉名義の2階建ての一軒家に姉と住む，要介護１

年月日

災害

被害

2011                   2011      2011 2019 2021
3.11 3.31    9.2１ 10.12         

地震
津波

住宅

心身健康

生活

行政対応

台風
15号

大雨 台風
19号

復興住宅
へ入居

A1 ボランティア
紹介し，泥出し

B1-P 温泉バス
ツアーに招待

応急修
理制度
使用

ヘルパー
週1回訪問

A5-P 復興住
宅の情報提供

入居支援A2 建築士紹
介し，修理

❷ 家が傾く

➌ 落石で壁に
穴が開く

❶ 姉が津波で
亡くなる

❺ 独り住ま
いが不安

❹ 半壊判
定に納
得でき
ない

❻ 落石の恐れが
残るが行政に
対応がされず
不服に思う

A1
A2

床上0.5ｍ
浸水

A6 2階での
生活不便

C1 家財買い
替え

A1 床下
浸水

B1 死ぬしかな
いと思う

E 積み重なっ
た被害が評
価されない

E 行政の支援が
不十分に思う

C1-P 生活保
護申請支援

A1 床上
浸水
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災者Aは生きる意欲を失ってしまう（B1）．現在は，

災害の心配のない復興住宅で一人住まいをしている．  
チーム王冠は，泥だしボランティアの紹介，建築

士を紹介し建具修理などを行った．他に生活困窮の

様子から，支援者や被災者同士の交流を目的にした

温泉バスツアー（B1-P），生活保護の申請支援（C1-
P）が行われ，台風19号被災後には，チーム王冠は復

興住宅への情報を提供し，転居支援（A5-P）を行っ

た． 
(2) 被災者B（No.2） 

被災者Bは，東日本大震災発災当時，76歳の女性

で，夫（当時80歳）と2人で持ち家に住み，アサリ養

殖を生業にしていた．高齢世帯ではあったが収入も

あり，生活する上での問題はなかった． 
しかし東日本大震災では，津波による床上の浸水

被害（❶）を受け，家財が浸水した（❷）．同時に地

盤沈下が生じたために，満潮となるたびに海水が宅

内に流入し，床上浸水（A1）を受けるようになった． 
堤防などの工事でひとまず床上浸水は収まったもの

の，平成23年台風15号や大雨時には床下浸水被害を

受け，令和元年台風19号には再び床上浸水の連続災

害を受けた．その結果，地盤沈下によるアサリ養殖

廃業（D），浸水によるボイラー故障（C1），気管支

を痛め（B2），連続する浸水被害への行政支援不足

（E）への不満を感じていた．さらに，度々の床下浸

水（A1）で生活の余裕が失われていった．その後，

令和元年台風19号に再び床上浸水被害（A1）を受け，

家財を買い替えた（C1）．現在も住家浸水の不安を

感じながら（B1）生活を送っている．  
チーム王冠は，泥だしボランティア（A1）と移動

支援団体（B2-P）の紹介，物資提供（C1）などの支

援を行った．また，被災者Bが被災者支援制度の内容

を十分に理解していないことに気づき，制度の申請

支援（A3-P）を行い，その結果，応急修理制度の支

援を受けることができるようになった．またボイラ

ーの修理もできた．その後も訪問ケア（B1）を継続

し，浸水被害の一因となっていた側溝の詰まり解消

を行政に願い出るといった支援も行っていた（E）． 
(3) 被災者C（No.3） 

被災者Cは，東日本大震災発災当時70歳の女性で，

糖尿病を患い，足が悪く，要支援1，賃貸の一軒家に

住んでいた． 
 東日本大震災では，床上1.8ｍの浸水深の被害を受 
け（❶），大規模半壊の判定（❹）を受ける．本人 
は，一時避難所に行くが，周りに親族がいるという 
理由から，在宅に戻り生活することを望み，家主に

交渉し，リフォームしてもらった．しかし，平成23
年台風15号により，再び床上浸水の被害を受け（A1），  

図 2 被災者 B（No.2） 

被災者B 震災当時76歳女性，築150年の一軒家に夫婦2人で住む

年月日

災害

被害

2011                                   2011 2019 2022
3.11 9.2１ 10.12         5.21

地震
津波

住宅

心身健康

生活

行政対応

台風
15号

大雨 台風
19号

応急修
理制度
使用

仕事

民生委員
見守り

E  市に側溝
掃除の支援

要請

A1 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
紹介し，泥

出し

A3-P 支
援情報提供，

申請支援

C1 
物資提供

B1 訪問
ケア

❶ 床上
0.5ｍ
浸水

❷ 家財
浸水

E 行政の対
応に不満
に思う

B2 埃を吸い
込み気管
支痛める

D アサリが捕
れず廃業

C1 畳・家財
買い替え

E 畳6枚分の購入費
しか支援されず

B2-P 移動支
援団体紹介

A1 床下
浸水

A1 床下
浸水

A1 床上
浸水

C 家財買
い替え

B1 浸水が
心配

A1 未修理箇
所あり

C1 ボイラー
の故障

A1満潮時
床上浸水

地盤沈下
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家財道具を買い替えることとなった（C1）．また被

害認定に不満があったが，再調査期限を過ぎていた

ために，り災証明の見直しはされなかった（❺）．

その後も大雨のたびに，床下浸水の被害（A1）を受

け，現在は，復興住宅で一人住まいをしている． 
チーム王冠は継続して訪問ケアを行っていた．令

和元年台風19号の後に，害虫が発生した（C3）時に

は，被災者Cは親族の勧めもあって，この頃から転居

を考えるようになり（A5），チーム王冠は，復興住

宅についての説明を行い，転居支援を行った（A5-P）． 
(4)災害ケースマネジメントによる被災者支援の在

り方 

東日本大震災による問題の解決に至る前に，連続

した災害を受けたことで，いずれの被災者も困窮を

深めていったようである．特に，被災者Aが連続する

災害を受けて，生きる気力を失っていた時には，本

人と相談をし，転居を決めて，それに必要な支援を

行った．被災者Bは支援情報に疎く，チーム王冠によ

る助言などがなければ，公的支援を受ける機会を失

っていたところであった．現在も浸水に対する不安

が残っており，引き続き包括的な見守り支援が必要

な状態にある．被災者Cは連続災害を受け，生活衛生

面で大きな問題を抱えるようになっていたが，本人

の意向に沿った支援が行われ，復興住宅への転居が

なされた． 

4.2 南海トラフ巨大地震の未災者への教訓 

本研究での連続災害の事例分析結果から，南海ト

ラフ巨大地震に備える徳島県で教訓とすべきことを

5つ抽出した． 
(1) 連続災害のリスクが高いことを認識し，備えて

おくこと 

本研究の連続災害による被害の多くは，高潮位・

降雨時の住家浸水で，その主たる原因は地震による

地盤沈下であった（表1，No.1,2,3,8,12,13,14,15）．徳

島県は風水害の他に，沿岸部では地震による地盤沈

下の発生も危惧されている地域である．昭和南海地

震（1946年12月21日）では，地盤沈下した地域が各

所にあり，その復旧に難儀したという記録が残って

いる16)．南海トラフ巨大地震が発生した際には，徳島

市内で最大で県の想定よりもさらに50㎝程度の地盤

沈下が生じる恐れがあるという研究もある41）42)．こ

うしたことから南海トラフ巨大地震が発生すると，

本研究対象地域と同じように連続災害が発生する地

域が県内には広くあることを認識し，被害が深刻化

しないように備えておく必要がある．なお深刻化す

る要因については本研究より「住宅・心身健康・生

活・仕事・行政対応」が明らかとなったが，例えば，

行政との関係を悪化させないために，行政と住民の

両者が被災者生活への理解を深め，支援の仕組みを

理解しておくことが考えられる．  

図 3 被災者 C（No.3） 

被災者C 震災当時70歳女性，一軒家の借家に単身，近所に親族が住む，糖尿病，要支援1

年月日

災害

被害

2011                                   2011 2015 2019 2021
3.11 9.2１ 12.26      10.12

地震
津波

住宅

心身健康

生活

台風
15号

大雨 台風
19号

復興住宅
へ入居在宅を

希望

ヘルパー週
2回訪問

A6-P 通院
への移動支
援団体紹介

A5-P 復興住宅
の情報提供
入居支援

復興住宅
見守り

A1ボラン
ティア紹介，

泥出し

❶ 床上
1.8m
浸水

❷ 低血糖
で入院

➌ 家具買
い替え

❹ 大規模半壊
判定に納得
できない

❺ 判定の見直し求め
るも申請期限切れ
で再調査されず

A1 床上
0.5m
浸水

C1 家財買い
替え

C3 トイレの
糞便流出

A1 床下
浸水

A1 床上
浸水

B1 疲弊

C3 ネズミや虫
などの衛生
問題悪化

B1 訪問
ケア

行政対応

A５ 転居を希
望する
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(2) 大震災と連続災害とを区別せず一連の災害とし

て被災者支援にあたること 

 発災後の応急期対応を定める災害救助法は単一の

災害による被害ごとに適用され，支援対象となるが，

連続災害は考慮されていない43）．そのため，大震災

では軽度の被害であったが，その後の連続災害によ

り，公的な支援だけでは生活再建を遂げることがで

きなくなった被災者が多数生じていた．中には，度

重なる被災によって，生活再建をあきらめ，生きる

気力を失ってしまう方もあった(No. 1,2,3,7,11,13,14)．  
このことから，連続災害によって建物被害と被災

者の困窮は増していくことを考慮し，大震災と連続

する災害を区別しない，被災者中心の災害ケースマ

ネジメントが必要であると言える．その実施にあた

っては，事前から行政，民間支援団体，専門家らが

協力し，戸別アセスメントおよび支援の実施方法に

ついての検討をしておく必要があると思われる． 
(3) 連続災害による被害も反映できるように，り災

証明の更新を可能にしておくこと 

連続災害への具体的な支援の 1 つに，り災証明の

更新を可能にしておくといったことがある．本事例

では，毎満潮時に床上浸水を受けるといった被害が，

り災証明に適切に反映されないということに問題を

感じる被災者もいた（No.2）．一般に，連続する災害

に対するり災証明の更新は容易ではないが，新潟県

小千谷市では新潟県中越地震とその後の積雪，千葉

県千葉市や木更津市では令和元年台風 15 号とその

後の台風 19 号といった連続災害を一連の災害とみ

なし，被害認定がなされていた 44)-46)．  
徳島県もこれらを参考にして，南海トラフ巨大地

震後の連続災害を想定し，り災証明には複数の災害

の影響も反映できるように制度の見直しなどの準備

をしておく必要がある． 
(4)“つなぎ役”となる災害ケースマネジメントの実

務者を確保しておくこと  

大震災後の連続災害によって被害が拡大し，生

活が困窮していった被災者があった．例えば，ヒ

アリングを行った No.1,2,3 の被災者は，様々な

種類の問題を抱え，生きる意欲を喪失していた．

こうした被災者を見出すためには，より丁寧なア

セスメントや，被災者と様々な専門家や団体との

間に関係性を作れるスキルを備えた“つなぎ役”

が必要である．例えば，チーム王冠はこの“つな

ぎ役”であり，被災者を行政，ボランティア，弁

護士，建築士，市議会議員などにつないでいっ

た．この“つなぎ役”は平時の枠組みの中では，

医療現場でのリンクワーカーや福祉現場でのコミ

ュニティソーシャルワーカーがあり，地域資源と

個人をマッチングさせる役割を果たしている 47）

48）．さらに，災害時に“つなぎ役”となる人材を

事前に養成するための体制を検討しておく必要が

ある．  
(5) 総合的，将来的な視点で県民が「事前」に生活

再建プランを策定しておくこと 

 住家被害のみに着目した生活再建でなく，総合的，

将来的な視点から生活再建を考えておく必要がある．

例えば，連続災害では，住家の修理，家財の買い替

えなどによる出費がかさみ，その後の生活に窮した

被災者が数多くあった（No.1,2,3,7,13）．また連続災

害による被害で在宅生活に窮するようになっても，

応急修理制度を利用していたため仮設住宅や復興住

宅へ入居することができなくなった事例も報告され

ている37)． 
徳島県では， 震災後の連続災害により被害を受け

る被災者が数多く発生すると思われるが，こうした

生活再建が困難な状態になることを防ぐためには，

個人単位で事前に生活再建プランを策定し，災害に

備える必要があると思われる．この先行事例には，

生活再建に関する知識を事前に啓発するツールとし

て，「南海トラフ地震に備えちょき」（高知県，2020）

や住宅再建とお金に着目して事前に生活再建プラン

を策定するツールとして，「被災者生活再建カード

ゲーム」（永野，2019）がある．なお，「被災者生

活再建カードゲーム」は事前学習としてだけではな

く，令和3年7月1日からの大雨や，令和4年台風15号

による大雨の被災地で活用された事例が報告されて

いる51)．本生活再建プランは，住宅再建や金銭面な

どに加えて心身健康面や仕事面を考慮した，より包

括的なプランを指す．具体的にはまず，ハザードマ

ップを参考に，自宅の災害リスクを認識し，被災後

の生活再建の目標を考える．そして，その実現のた

めに，どこでだれとどのように生活するのか？使え

る支援制度は？心身の健康リスクやその影響などを

まとめておくことで，被災後の生活再建が促進され，

平時の減災につながると思われる．  
徳島県の復興指針52)には，自助・共助・公助の協働

で事前復興計画を推進することとなっているが，事

前の生活再建プランは個人での事前復興と言える．

また生活再建プランを推進するにあたっては，災害

や法制度を理解し，被災者の課題が解決するまで伴

走する意欲を持った生活再建プランナーを数多く育

成しておく必要もある． 
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なお，事前に生活再建計画を策定するものの1つに

は，災害時ケアプラン53)があるが，これは「災害時に

影響を受けやすい要配慮者向け」と対象を限ってい

る点において，ここで提案する生活再建プランと異

なる． 
 
５. 結論 

本研究では，南海トラフ巨大地震の在宅被災者支

援のための教訓を見いだすことを目的に，東日本大

震災で行われた災害ケースマネジメントの被災者ア

セスメントシートから連続災害と困窮過程の分析を

行った．その結果，東日本大震災の後にも，降雨に

よる雨漏りや地盤沈下による満潮・高潮位時の住家

内への浸水，降雨時の内水・外水氾濫による住家内

への浸水といった被害を連続して受け，被害の程度

を大きくし，困窮を深めていた被災者を抽出するこ

とができた．問題の種類も多様であったが，一人ひ

とりの被災者の問題に応じて，多様な専門家へつな

ぐ災害ケースマネジメントによる支援が行われるこ

とで，救済された被災者もあったことがわかった．

こうした支援の在り方から，南海トラフ巨大地震へ

の教訓として，次の 5 つの教訓を抽出することがで

きた．  
(1)連続災害のリスクが高いことを認識し，備え

ておくこと，(2)大震災と連続災害とを区別せず一

連の災害として被災者支援にあたること，(3)連続災

害による被害も反映できるように，り災証明の更新

を可能にしておくこと，(4)“つなぎ役”となる災害

ケースマネジメントの実務者を確保しておくこと，

(5)総合的，将来的な視点で県内全世帯が「事前」に

生活再建プランを策定しておくこと 
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